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２００６年１１月２０日 

 

「対等な関係の場づくり」・「目的の共有」のグループワーク取りまとめ結果 

 

■行政側の課題 

行政の仕組みがマズイ。 

ピラミッド型の社会である。 

職員はもっとのびのびとしたほうが良い。 

ＣＳ（カスタマーサティスファクション）（顧客満足）を理解していない。 

声の大きい人だけが強い。 

結果の評価がない。 

現状を受け止めた上でのプロ意識の構築が必要。 

たてまえの解体が必要。 

使途の明確化（説明責任）が必要。 

■議会の課題 

議員の存在価値が問われている。 

都合の良いときだけ、住民の代表。 

■町民の課題 

誰かを悪者にする。 

責任転嫁。 

だんだん責任転嫁対象がなくなり、破綻する。 

■コミュニティの課題 

町内会未加入が多い。 

地域のリーダー（先駆者）が居ない。 

加入者と未加入者を差別化すべきではないか。 

目的化（誘導）が必要。 

目的の共有が必要。 

民間の力（すぐ結果が出る）が必要。 

 

 

 

■意識改革 

住民主体のまちづくりの意識 

新しいまちづくりを行なう意識が必要 

職員、町民の意識改革 

協働（パートナーシップ）への転換が必要 

批判だけではなく、課題としてともに考える 

外に出る意識を持つ 

■情報共有 

行政と町民、町民と町民との情報共有 

■参加のしやすさ 

参加しやすさ、話しやすさを工夫 

現在の中標津町の「対等な関係について」の課題 

対等な関係を築くために「基本的なこと」 
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参加の機会を数多く実施 

参加しやすいシステム構築 

■ＮＰＯの育成 

ボランティア団体育成 

行政に興味のある、支援する、意見する、団体を育て、受け入れる 

ＮＰＯなどの活動団体を増やす、支援する 

ＮＰＯ等を設立して行政に対して意見を言える場を作る 

理想、考え方、思いを同じくする者での集合体（例：ＮＰＯ）で、まちづくりの意見、規

制緩和で公共サービスの担い手、受け手となっていく。 

■町内会の重要性 

町内会・自治体組織へ参画し、地域の声を反映させること 

 

 

 

 

① 対面での情報交換 

② 正確な情報（ウソはダメ） 

③ 会議のルールに、対等のルールを明記する 

④ 相手を尊重する 

⑤ 少人数で同じテーマを話し合い、最後に全体会議を行なう「ワークショップ」の手法

を取り入れる 

⑥ 「さん」で呼ぶこと 

⑦ 相手に対する態度や言葉遣いに気をつける 

⑧ 第１回目は飲み会 

⑨ 円卓会議 

 

 

 

 

パートナーシップ（協働）の基盤を、強くする 

■個人の意識を高める 

個人として地域社会に関心を持つ、社会貢献活動などに参加する 

■企業の意識を高める 

企業にも社会貢献活動に参加する 

行政と商工会など（団体）との意見交換 

規制緩和 生活面（官→民） 産業振興面等 地域からの声を 

■町内会の取り組みを強化する 

町内会の積極的活動を進める 

町内会で自治的地域力を高める 

地域課題を考え、解決する町内会 

町内会組織の活性化 

規模の差、再編 

町内会組織の再編 

町内会連合会（リーダー）の役割 

町内会（連合会）のリーダーシップ 

今行なっている会議で使える「平等で対等に話し合えるルールや手法」 

対等な関係を築くための具体的な方法案 
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町内会の実態調査 

町内会内部のコミュニケーションが必要 

地域課題などは、町内会と行政が話し合う 

■行政の意識を高める 

町民とのコミュニケーション（あいさつ、役場職員が町のＰＲ、役場職員が商工会など（団

体）のイベントに参加） 

 

パートナーシップ（協働）の拠点をつくる 

「団体と団体」「団体と行政」の接点（つなぎ役）の必要性 

■担当課を設置する必要性 

協働担当課の設置 

役場内に協働でまちづくりをする際の専門窓口を設置 

■仕組みや支援体制の必要性 

町民が活動しやすい仕組みや支援体制をつくる 

町内会を通さずに、個人として話し合いの場に行けるシステムづくり 

町民と町との意識共有には目的が必要 

協働を進めるための具体的な制度、仕組みの整備 

■町民のための拠点づくりの必要性 

まちづくりセンターの設置（独立した団体の構築） 

コミュニティルームの設置 

市民活動センターの設置 

ＮＰＯ設立の支援センターの設置 

住民の意見を集約できる場所（行政にも伝わる） 

政策提案の情報を知ることができる場所 

住民が気軽に立ち寄れる拠点づくり 

意見交換の場 

集まりやすい、行きやすい場所に設ける（文化会館・・・） 

ＮＰＯ設立の支援センターの設置 

拠点では、結果の評価をして公表する 

 

パートナーシップ（協働）への参画を行なうために 

■現在ある仕組みの充実 

出前講座の充実、講座メニュー作成 

町と行政の懇談は、テーマを絞って 

説明会・相談も重要 

■意見交換会などの話し合う場の実施 

テーマ別 意見交換会 

オフサイトミーティング 

まちづくり意見交換会の実施 

町民、行政の相互理解と交流、意見交換の場づくり 

意見交換会の充実 

まちづくり協議会、まちづくり検討会などの話し合う場の設置 

行政と住民との意見交換 

■研修会などの勉強する場の実施 
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町民、職員の合同研修会 

まちづくり研修会、身近な問題の勉強会などの実施 

まちづくりに関する研修会やフォーラムを定期的に行う。 

■政策や計画などへの参画について 

政策形成や事業の企画立案、実施への積極的な町民参加 

地域課題（要望）など解決する仕組み、施策検討する場が必要 

協議会・審議会の設置 

計画（策定委員会）などの会議への職員の委員としての参加 

■パートナーシップへのＰＲについて 

協働という概念について、ＣＭ情宣 

 

 

 

協働ガイドラインを策定し、実現化 

具体的なテーマで実践するプロジェクト 

課題別のパートナーシップの場 

ルールづくりのモデル事業 

モデル事業をやってみる 

規制緩和 

協働事業への補助制度の創設 

１％まちづくり事業など 

行政サポーター制度 

行政と町民との共催、後援 

協働に馴染む公共課題を、市民活動団体に委託（行政パートナー制度） 

アンケート結果を施策につなげる仕組み 

広報紙作成ボランティア 

広報誌にフリースペースを設けたい（住民の組織化、ＮＰＯに向けた取り組み？） 

広報紙の中・高生ページ 

評価まで行なう場を設置 

電子会議室 

 

 

 

だけど、民間はもっとプロ！行政も民間も町民だ 

自己責任！自律！ 

官、民、議員、それぞれの役割分担と責任 

 

町民会議の発展 

このまま終わっては、絵に描いたモチ！？ 

会議の継続 

個人のフィールドで展開 

発展的に実践していく！！ 

パートナーシップ（協働）の展開 

対等な関係を築くための結論 


